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第１章 「もんじゅ」の概要 

   

１．１ 「もんじゅ」の概況 

（１）運転概況 

平成７年１２月８日に発生した２次主冷却系ナトリウム漏えい事故のた

め、同日以降停止中であり、主冷却系Ａループ、Ｂループ及びメンテナンス

冷却系のうち原則常時２ループの運転により炉心の崩壊熱除去を行ってい

る。なお、主冷却系ＣループはＮａドレン状態である。 

また、前年度から実施していた平成８，９年度設備点検は、平成９年１２

月１１日に終了した。 

 

（２）保守概況 

１）設備保全対策工事 

① しゃへいプラグのフリーズシールヒータの改善 

ヒータ端子台でのビスの緩み等による接続不良が原因と考えられる

断線の対策のため、ヒータ全数を端子台からケーブル一体型に交換した。 

② 空調用冷水設備冷凍機代替フロン対応改造 

環境対策（オゾン層保護）のため、空調用冷水設備の冷凍機の冷媒と

して使用しているフロンを代替フロンに変更する工事を実施した。 

③ 制御用圧縮空気設備の防錆対策 

配管内に発生する凝縮水を低減するため、ドレンラインの追加設置及

び配管の一部変更等の防錆対策を実施した。 

④ 特高開閉所着氷・塩害防止対策 

特高開閉所の遮風柵設置、７７kV 及び２７５kV 送電線もんじゅ引き

込み部改造、碍子洗浄設備改造等の対策を実施した。 

⑤ １次アルゴンガス系圧力損失増加対策調査工事 

１次アルゴンガス系炉容器ベーパトラップ出口と圧縮機入口間の圧

力差増加の原因調査を実施している。 

⑥ 給水加熱器加熱蒸気管調査工事 

平成７年のプラント性能試験中に発生した給水加熱器加熱蒸気管か

らの微量の蒸気漏えいは、配管支持方法が固定構造であるために発生し

たものと推定されるため、原因を特定するため調査を実施した。 

⑦ ナトリウム・水反応生成物収納設備圧力開放板交換工事（Ａループ） 

収納容器用圧力開放板の交換を実施の後、蒸発器用及び過熱器用圧力

開放板を取り外したところ、過熱器用圧力開放板に付着物が確認された

ため、原因調査を実施中である。 
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⑧ 一般換気系トリチウムサンプラ設置工事 

系統パージラインが接続されている換気系統及び緊急炉心停止時に

起動する換気系について、連続式の一般換気系トリチウムサンプラを設

置した。 

⑨ 野外モニタ耐雷対策工事 

信号伝送用光ファイバーケーブルの接地方法の変更、瓶電盤への保安

器増設等の改善を実施した。 

⑩ 格納容器換気装置凝縮水低減化対策工事 

原子炉格納容器内の点検作業時に換気のため外気を取り入れている

が、外気に含まれている湿分が格納容器内で凝縮水となるため、その凝

縮水を低減するため給気ユニットに冷却コイルを設置している。 

 

（３）その他 

化学管理、燃料管理、放射線管理、保障措置等については、特記事項なし。 

 

 

１．２ プラント状態及び運転状況 

運転状況表を図１－１に示す。 
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第２章 系統の運転 

 

２．１ 原子炉及び炉廻り 

原子炉廻りについては、原子炉容器 Na 液位はＳｓＬを保持し、炉容器へ

のＮａ汲み上げは停止状態である。 

また、１次冷却系及びメンテナンス冷却系設備の点検時における１系統の

みの運転状態の対応として、ナトリウム温度保持の目的で６月４日から８月

２日及び１０月１２日から１２月１２日の間、原子炉容器ガードベッセル予

熱ヒータを投入した。 

 

２．２ １次・２次冷却系 

（１）主冷却系Ａループ、Ｂループ及びメンテナンス冷却系のうち原則常時２ル

ープの運転により炉心の崩壊熱除去を行っている。なお、主冷却系Ｃループ

はＮａドレン状態である。 

 

（２）１次オーバフロー系、純化系のＡ－ＥＭＰ及びＢ－ＥＭＰについては、１

次冷却系ループの充填・ドレン等実施時を除き Na ドレン状態である。 

 

（３）１次アルゴンガス系は、原子炉容器カバーガス圧力制御が自動制御で低圧

モード運転状態であったが、１次アルゴンガス系圧力損失調査のため２月３

日から原子炉容器カバーガス圧力制御を手動制御状態としている。 

１次アルゴンガス系隔離弁作動試験及び１次アルゴンガス系圧縮機の切

替を定期的に実施した。 

２次アルゴンガス系Ａループ、Ｂループの系統圧力は、Ｎａ充填ループを

１.０kg/cm2（９.８１kPa）、Ｎａドレンループを０.２kg/cm2（１.９６kPa）

で保持した。また、２次主循環ポンプメカニカルシール点検及びＡループ圧

力開放板交換作業期間中については当該ループを微正圧状態とした。なお、

Ｃループは０.２kg/cm2（１.９６kPa）で保持した。 

 

（４）補助冷却系は、１次・２次冷却系ループの運転状態に合わせ各ループの運

転・停止を行った。 

 

２．３ 水・蒸気系、タービン・発電機設備 

 各系統は停止保管中であり、停止保管中の定例のサーベランス及び、コン

デミ樹脂塔水置換を定期的に実施した。 
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２．４ 計測制御系・電気系 

非常用ディーゼル発電機は、本体及び附属設備の点検時以外は、Ａ号機、

Ｂ号機、Ｃ号機ともに待機状態とした。 

定期試験は、Ａ号機、Ｂ号機、Ｃ号機ともに定期的に実施した。 

 

２．５ 燃料取扱設備 

炉外燃料貯蔵槽冷却系統のＥＶＳＴ冷却系、１次・２次補助ナトリウム系

は、系統のＮａドレン状態である。なお、燃料池水冷却浄化装置は運転を継

続した。 

また、燃取系計算機２０００年対応のソフト改造を実施した。 

 

２．６ 放射性廃棄物処理設備 

（１）気体廃棄物処理系は通常運転状態であり、気体廃棄物処理系圧縮機、気

体廃棄物処理系ブラインチラ及び循環ポンプの切替えを定期的に実施した。 

また、制御電源電解コンデンサ交換で５月２６日と５月２７日、一般計

装電源の点検で１０月１６日に一時的に、冷却装置のブライン交換作業で

１１月１５日、にそれぞれ気体廃棄物処理系を停止した。 

 

（２）液体廃棄物処理系 

（廃液受入装置について） 

 運転状態は特に問題はない。 

（廃液濃縮装置について） 

 ４月２８日に廃液蒸発濃縮器Ａ，Ｂにて廃液を濃縮処理後、高温待機状

態への移行中に廃液蒸発濃縮器Ａ，Ｂが廃液蒸発濃縮器内の液位低下によ

り自動停止した。原因究明の結果インターロックプログラムの不備である

ことが判明し、プログラム変更の後、確認運転を実施し問題のないことを

確認した。 

（廃液排水装置について） 

 処理廃液の放出運転を実施した。 

（薬品供給装置について） 

 運転状態は特に問題はない。 

（廃液発生状況について） 

 平成９年度の廃液発生状況を表２－１に示す。 

（洗濯廃液発生状況について） 

 平成９年度の洗濯廃液発生状況を表２－１に示す 

 

 



 

－６－ 

（３）固体廃棄物処理系 

プラスチック固化装置は長期保管中であったが、各機器単体の点検及び固

化剤等の受入れを実施し、３月１９日と３月２０日に混合、薬剤工程の試

運転を実施し双方とも固化状態に問題のないことを確認した。 

 

（４）雑固体廃棄物 

不燃性雑固体廃棄物封入ボックスパレット４個（ドラム缶換算１６本）、

可燃性雑固体廃棄物封入ドラム１６８本、不燃性雑固体廃棄物封入ドラム

７２本を固体廃棄物貯蔵庫へ搬出した。 

 

２．７ その他の系統 

（１）補機冷却設備運転状況 

 原子炉補機冷却設備系及び海水系の運転状態は特に問題なく、ポンプの

切替を定期的に実施した。 

 

（２）制御用圧縮空気設備運転状況 

 制御用圧縮空気設備は通常運転状態であり、制御用空気圧縮機の切替を

定期的に実施した。 

 

（３）ユーティリティ設備運転実績（電気、ガス、水、蒸気等） 

    平成９年度のユーティリティ設備の運転実績を表２－２に示す。 
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表２－１ 廃液発生量及び放出量（平成９年度） 

廃 液（ｍ3） 洗濯廃液（ｍ3） 項目 

月 発生量 放出量 発生量 放出量 
放出放射能 

４月 30.79 33.79 131.17 137.71 検出限界以下 

５月 74.72 66.50 97.55 99.12 検出限界以下 

６月 183.28 161.01 91.40 81.73 検出限界以下 

７月 349.67 290.83 100.26 92.56 検出限界以下 

８月 322.82 307.24 127.81 120.42 検出限界以下 

９月 206.61 217.48 87.42 86.63 検出限界以下 

１０月 66.39 61.28 120.72 109.69 検出限界以下 

１１月 39.37 35.56 85.33 74.14 検出限界以下 

１２月 45.99 54.72 75.27 72.54 検出限界以下 

１月 46.20 36.80 91.91 83.59 検出限界以下 

２月 104.09 95.20 141.59 128.43 検出限界以下 

３月 127.46 115.98 90.77 86.79 検出限界以下 

合 計 1,597.39 1,476.39 1,241.20 1,173.35  

 

 

表２－２ ユーティリティ設備運転実績（平成９年度） 

①淡水設備（ろ過水、純水製造、使用量） 

ろ過水使用量 ろ過水 

製造量 構内用 特高用 飲料水 合 計 

純 水 

製造量 

純 水 

使用量 
項目 

月 ｍ3 ｍ3 ｍ3 ｍ3 ｍ3 ｍ3 ｍ3 

４月 7,019 3,090.3 43 2,072 5,205.3 1,965 2,562.4

５月 9,401 2,984.4 31 2,063 5,078.4 4,318 3,827.1

６月 7,365 2,599.7 43 2,132 4,774.7 2,459 3,069.7

７月 8,760 3,061.9 38 2,404 5,503.9 3,415 3,481.7

８月 8,209 2,542.1 29 2,478 5,049.1 3,108 2,922.4

９月 7,957 2,582.2 38 2,286 4,906.2 3,225 3,344.5

１０月 7,421 2,185.8 150 2,285 4,620.8 2,660 1,585.3

１１月 8,378 2,949.5 117 2,328 5,394.5 2,839 3,224.1

１２月 11,158 4,388.5 911 2,946 8,245.5 3,122 3,891.6

１月 15,609 7,798.7 314 3,077 11,189.7 4,813 3,764.7

２月 11,337 5,795.6 477 2,072 8,344.6 2,872 2,832.5

３月 11,216 5,574.2 63 2,285 7,922.2 3,223 3,966.1

合 計 113,830 45,552.9 2,254 28,428 76,234.9 38,019 38,472.1
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②Ａｒガス、窒素ガス供給設備（Ａｒガス、窒素ガス使用量） 

窒素ガス使用量 Ａｒガス 

使用量 Ａ Ｂ 
項目 

月 ｍ3 ｍ3 ｍ3 

４月 8,100 50,000 5,247

５月 12,806 63,500 5,300

６月 12,625 81,271 5,000

７月 14,108 67,500 5,800

８月 12,118 36,000 5,700

９月 9,600 53,000 5,400

１０月 8,600 32,000 4,900

１１月 7,600 59,632 4,788

１２月 6,500 71,976 3,900

１月 8,300 67,970 12,747

２月 7,000 55,000 3,200

３月 8,600 59,913 3,800

合 計 115,957 697,762 65,782

 

③補助ボイラ，Ｄ／Ｇ（補助蒸気、補助ボイラ・Ｄ／Ｇ軽油使用量） 

補助ボイラ設備 Ｄ／Ｇ設備 

軽油使用量 
蒸気使用量 軽油使用量

Ａ Ｂ Ｃ 

項目 

月 ｔ ﾘｯﾄﾙ ﾘｯﾄﾙ ﾘｯﾄﾙ ﾘｯﾄﾙ 

４月 3,271.7 273,187 860.5 884.5 1,363.0

５月 3,884.7 329,556 1,932.5 1,940.5 850.0

６月 3,146.2 267,736 832.5 761.0 802.0

７月 2,880.3 241,619 929.0 897.0 849.0

８月 3,185.3 269,215 870.5 0.0 910.5

９月 3,008.3 254,226 857.5 2,510.5 784.0

１０月 1,406.5 115,502 1,329.5 905.5 975.5

１１月 2,331.6 205,743 957.5 877.5 1,424.0

１２月 4,615.6 373,343 882.0 808.0 850.5

１月 5,391.9 437,057 868.0 918.5 801.0

２月 3,674.3 296,888 845.5 817.3 779.0

３月 4,055.1 334,314 721.0 780.7 844.5

合 計 40,851.5 3,398,386 11,886.0 12,101.0 11,233.0

 



 

－９－ 

 

④電気設備（月間累積電力量） 

使用電力量 総発電電力量 総送電電力量 項目 

月 ｋＷｈ ｋＷｈ ｋＷｈ 

４月 6,308,160 0 0 

５月 7,305,840 0 0 

６月 7,177,800 0 0 

７月 7,222,680 0 0 

８月 7,116,000 0 0 

９月 7,315,680 0 0 

１０月 6,865,800 0 0 

１１月 6,795,600 0 0 

１２月 7,300,200 0 0 

１月 7,263,000 0 0 

２月 6,294,480 0 0 

３月 6,958,920 0 0 

合 計 83,924,160 0 0 

 



 

－10－ 

第３章 保   守 

 

３．１ 概 況 

平成９年度に実施した主な設備の定期点検、作業等の実績工程表を図３－

１に示す。 

 

３．２ 保修票 

平成９年度に発行した保修票の件数は、次のとおりである。 
設 備 名 称 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 合 計

原子炉構造設備 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2

原子炉格納容器 2 0 0 1 0 0 1 2 0 1 1 0 8

原子炉格納容器内構築物 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 2

１次冷却系設備 1 2 2 2 2 1 1 0 0 2 1 0 14

２次冷却系設備 0 0 0 1 3 1 0 2 1 2 2 1 13

水・蒸気、タービン・発電機設備 2 0 1 0 2 1 0 0 0 0 1 0 7

原子炉・タービン補助設備 6 6 5 3 21 3 3 8 7 9 6 9 86

燃料取扱及び貯蔵設備 0 1 5 2 1 0 1 0 2 4 1 1 18

放射性廃棄物処理設備等 2 4 8 1 2 3 3 6 3 4 5 3 44

換気空調設備 2 1 3 2 2 2 0 1 1 2 4 2 22

計測制御設備 0 1 1 0 1 1 1 1 0 0 2 1 9

電気設備 1 4 1 1 4 6 3 1 1 1 4 2 29

諸設備 4 3 1 4 6 6 2 3 4 3 0 5 41

建物・構築物等 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0 3

敷地等 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1

合 計 20 23 27 17 46 24 15 25 20 30 28 24 299

 

３．３ 設備改善 

平成９年度に実施した設備改善項目は次のとおりである。 

項番 系 統 名 件   名 

１ しゃへいプラグ フリーズシールヒータの改善 

２ 空調用冷水設備Ⅰ，Ⅱ 冷凍機代替フロン対応改造 

４ 制御用圧縮空気設備 制御用圧縮空気設備の防錆対策 

５ 77kV,275kV 特高開閉所設備 特高開閉所着氷・塩害防止対策 

６ 主蒸気系 給水加熱器加熱蒸気管調査工事 

７ 格納容器換気装置 凝縮水低減対策工事 

８ 放射線監視設備 野外モニタ耐雷対策工事 

９ 放射線監視設備 一般換気系トリチウムサンプラ設置工事 
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第４章 化学管理 
 
４．１ ナトリウム・アルゴンガス系統 

保安規定及び保安規定運営要項に基づく化学管理作業なし。 
 

４．２ 水・蒸気系統及び補機系統 
保安規定及び保安規定運営要項に基づく化学管理作業なし。 
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第５章 燃料管理 

 

５．１ 概 況 

制御棒の保管管理作業 

新燃料キャスク仮置場及び第１倉庫に保管されている制御棒の保管容器

内の湿度の測定を週１回の頻度で実施した。 

 

５．２ 炉心構成要素の変動及び在庫 

平成９年度の炉心構成要素の変動状況を表５－１に示す。 
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第６章 放射線管理 

 

６．１ 概 況 

保安規定及び保安規定運営要項に基づく作業環境の定期モニタリング、放

射性廃棄物の測定等を実施し、異常のないことを確認した。 

 

６．２ 作業環境管理 

（１）作業環境定期モニタリング 

保安規定及び保安規定運営要項に基づく、エリアモニタによる線量当量率

測定の結果、変動は認められなかった。また、表面密度及び空気中放射性物

質濃度についても全て検出限界値未満であり、異常は認められなかった。 

 

（２）放射線作業の立会モニタリング 

放射線作業における放射線測定結果は以下のとおりである。 

１）１次主冷却系室（Ｃ）空気置換後の測定 

・主冷却系配管表面線量当量率：0.01～0.02mSv/h 

・ダンプタンク下部表面線量当量率：0.045mSv/h 

・主冷却系室内雰囲気線量当量率：0.005mSv/h（平均） 

・主冷却系室床表面密度：検出限界値未満 

・主冷却系室内空気中放射性物質濃度：検出限界値未満 

・主冷却系室内空気中トリチウム濃度：4×10-4Bq/cm3 

 

２）ＥＶＳＴダンプタンク室空気置換後の測定 

・室内雰囲気線量当量率：0.001 mSv/h 以下 

・室内床表面密度：検出限界値未満 

・室内空気中放射性物質濃度：検出限界値未満 

 

３）１次主冷却系室（Ａ）空気置換後の測定 

・主冷却系配管表面線量当量率：0.010mSv/h（平均） 

・ダンプタンク下部表面線量当量率：0.040mSv/h 

・主冷却系室内雰囲気線量当量率：0.005mSv/h（平均） 

・主冷却系室床表面密度：検出限界値未満 

・主冷却系室内空気中放射性物質濃度：検出限界値未満 

 

４）新燃料健全性確認における新燃料取り出し作業 

・新燃料体表面線量当量率：1.2mSv/h（γ線）、0.5mSv/h（ｎ線） 

 

 


